
【ICT機器等の導入効果等について】
① 事業所におけるICT機器等導入の推進方法

② ICT機器等の導入による業務効率化及び職員の業務負担軽減の状況

③ ICT機器等の導入による業務効率化で確保できた業務時間の活用方法

記録システム導入のための担当者を置き、会議等で記録システム導入の目的や意義を説明した。ＩＣＴ機器に不慣れな職員が多いため本格導入前に

１ケ月程度の期間を設け、まずは慣れること、問題点を抽出することを目的としタブレット端末及びＰＣを操作してもらった。あがってきた問題点

は導入業者にフィードバックし可能な範囲で修正することができた。補助金交付決定が１月末であったためソフトウェアの導入が2月となり、本格

導入まで期間が短くもう少しゆとりのある日程で事業を進められるとよかった。

導入前は利用者支援終了後に記録を書いていたが、導入後は作業現場で隙間時間を利用し記録を入力することができ、また一括入力の機能を使うこ

とにより大幅に記録時間の短縮が見込まれる。しかし現時点ではまだ操作に慣れておらず入力に時間がかかり効果が相殺されている。

日誌について、従前は当日のリーダーが0からの紙にすべての事項を記載して作成していたが、ソフトウェア導入後はベース（予定）を実績に変更

することで完成するため間違いも少なくなり確認に要する時間も短縮できている。

利用者の支援目標達成のための支援

2か月間、紙による業務と並行して行い、不具合を抽出した。福祉ソフト開発業者のフォローアップ期間を活用し、職員への勉強会、通達などを

行った。

苦労した点としては、機器を苦手とする職員への理解を得ることが難しかった。

クラウド上での管理のため、その都度訂正ができるようになったため、請求時に慌てて修正を行う必要がなくなり、時間の短縮につながった。紙で

保存していた時は、紛失や探し物に時間を取られたが、検索機能を使うことで抽出しやすくなった。タイムカードを廃止し、勤怠管理を一元化でき

ることで、回収の手間が省けた。

今までメモを取ってからエクセルに利用者記録を文章にして打ち込んでいたが、ソフトウェアを導入したことで、選択式になり記録時間が大幅に

減った。

利用者の情報、勤怠管理等全てにおいて、紙で保存していたため、過去の記録を職員の記憶を便りにファイルから探していた。しかし、ソフトウェ

アを導入したことで項目、文字で検索できるため、調べる時間が大幅に削減された。また、紙での保存を廃止したことで、印刷時間、ファイリング

の手間も省かれた。

タブレットを導入したことで場所、時間を問わず入力ができるため、隙間時間の活用ができるようになった。

日常的な記録を記録システムで入力するが、予めテンプレを作成し、選択式となったことで、手打ちしていた記録時間を大幅に削減するようにし

た。

すべての記録において、印刷し保管を行っていたが、記録システム上で保存・管理をすることでペーパーレス化をした。

タブレットを用いていつ、どこにいても検索、入力をするよう時間の効率化をした。

システムの構築については各事業所の担当者と相談しながら行った。PC・タブレット入力に不慣れな職員が多いため、先ず抵抗のない職員が習得し

マニュアルと聞ける体制を整えた。１か月は確認の為、導入前の紙ベースとシステム入力の同時進行を行ったが、紙ベースに頼ってしまうためシス

テム入力のみに切り替えた。PCとタブレットでは操作方法が少し違うためどちらかを習得し入力できるよう進めている。

支援記録や日報等の転記業務が軽減されているが現状機器操作に時間を取られている職員がおり、操作に慣れる事で軽減時間も見えてくる。２か所

で業務を行っているため、システム導入により集計業務、利用者の様子・申し送りも一括確認出来、見落としが無くなり支援業務が効率的に行えて

いる。紙ベースで無くなったことにより、記入時間の集中による待ち時間も無く、印刷・保管の業務が削減された。

利用者の支援目標達成支援とコミュニケーションによる意思決定支援。

支援計画の作成、催事の起案作成、内職の検品、ケース検討会議。

従来の紙ベースと導入した機器とを併用して使用し、改善点や要望などを業者に連絡し、使いやすい機器となるようにしていった。

機器を使用して記録入力をしたことがない支援員に使い方をわかりやすく説明して伝えた点は苦労があった。

緊急時やトラブル対応時、過去の利用者の情報を引っ張りたいとき、紙ベースの記録では探すのに時間がかかったが、今後この手間が省けることと

なることを考えるとかなりの負担減が見込まれる。

現時点ではすでに記録入力の時間の短縮につながっている。

直接支援や書類作成、環境整備、作業時間の確保につながっている。

年休の取得及び直接支援。支援者の上司による面談。
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